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令和６年度介護報酬改定について

【介護予防日常生活支援総合事業】

（１）運営基準等の改定について

① 管理者の兼務範囲の見直し

【全サービス共通】

※全サービス同様の規定あり

② 「書面掲示」規制の見直し ※令和７年３月３１日まで経過措置あり

【全サービス共通】

○大村市介護予防・日常生活支援総合事業に係る事業者の指定に関する基準等を定める条例

(管理者)
第 5条 生きがい対応型訪問サービス事業者は、生きがい対応型訪問サービス事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、生きがい対応型訪問サービス事業所の管理上支障が

ない場合は、当該生きがい対応型訪問サービス事業所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務

に従事することができるものとする

○指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成 11年９月 17日老企第 25号）
第３ 介護サービス

一 訪問介護

１ 人員に関する基準

(3)管理者（居宅基準第６条）
指定訪問介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事するものと

する。ただし、以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることがで

きるものとする。なお、管理者は、訪問介護員等である必要はないものである。

② 同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合で

あって、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する時間帯も、当該指定訪問介護

事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握でき、職員及び業務の一元的

な管理・指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従

事する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過

剰であると個別に判断される場合や、併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を行う看護・

介護職員と兼務する場合（施設における勤務時間が極めて限られている場合を除く。）、事故発生時等の緊急

時において管理者自身が速やかに当該指定訪問介護事業所又は利用者へのサービス提供の現場に駆け付け

ることができない体制となっている場合などは、管理業務に支障があると考えられる。）。

○大村市介護予防・日常生活支援総合事業に係る事業者の指定に関する基準等を定める条例

(掲示)
第 28条 略

2 略

3 生きがい対応型訪問サービス事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。

○指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成 11年９月 17日老企第 25号）
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※全サービス同様の規定あり

③ 身体的拘束等の原則禁止と行う場合の記録の義務付け

【全サービス共通】

第３ 介護サービス

一 訪問介護

３ 運営に関する基準

(24)掲示
① 居宅基準第 32 条第１項は、指定訪問介護事業者は、運営規程の概要、訪問介護員等の勤務体制、事故発生
時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、

実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事

項を指定訪問介護事業所の見やすい場所に掲示することを規定したものである。また、同条第３項は、指定訪問

介護事業所は、原則として、重要事項を当該指定訪問介護事業者のウェブサイトに掲載することを規定したもの

であるが、ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムのことをいう。なお、

指定訪問介護事業者は、重要事項の掲示及びウェブサイトへの掲載を行うにあたり、次に掲げる点に留意する必

要がある。

イ・ロ 略

ハ 介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 140 条の 44各号に掲げる基準に該当する指定訪
問介護事業所については、介護サービス情報制度における報告義務の対象ではないことから、基準省令第 32
条第３項の規定によるウェブサイトへの掲載は行うことが望ましいこと。なお、ウェブサイトへの掲載を行わ

ない場合も、同条第１項の規定による掲示は行う必要があるが、これを同条第２項や居宅基準第 217 条第１
項の規定に基づく措置に代えることができること。

○介護保険法施行規則第百四十条の六十三の六第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和６年厚生労働

省告示第８４号）

第四節 運営に関する基準

（記録の整備）

第三十八条 略

２ 指定相当訪問型サービス事業実施者は、利用者に対する指定相当訪問型サービスの提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならない。

一 訪問型サービス計画

二 第十七条第二項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

三 第四十条第九号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由の記録

四 第二十条の規定による市町村への通知に係る記録

五 第三十二条第二項の規定による苦情の内容等の記録

六 第三十五条第二項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

（指定相当訪問型サービスの具体的取扱方針）

第四十条 訪問介護員等の行う指定相当訪問型サービスの方針は、第三条に規定する基本方針及び前条に規

定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。

大村市においては、５年間保存する。
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※全サービス同様の規定あり

八 指定相当訪問型サービスの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）

を行ってはならない。

九 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由を記録しなければならない。

○指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成 11年９月 17日老企第 25号）
第３ 介護サービス

一 訪問介護

３ 運営に関する基準

(13) 指定訪問介護の基本的取扱方針及び具体的取扱方針
居宅基準第 22 条及び第 23 条にいう指定訪問介護の取扱方針について、特に留意すべきことは、次のとおり

である。

③ 指定訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっ

ても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならな

いこととしたものである。

また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要件を満たすことについて、

組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容について記録し

ておくことが必要である。

なお、居宅基準第 39 条第２項の規定に基づき、当該記録は、２年間保存しなければならない。
大村市においては、５年間保存する。
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（２）算定基準の改定について

① 基本単位の考え方

【生きがい対応型訪問サービスのみ】

○介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚

生労働省告示第７２号）

別表 単位数表

１ 訪問型サービス費

イ １週当たりの標準的な回数を定める場合（１月につき）

(1)１週に１回程度の場合 1,176単位
(2)１週に２回程度の場合 2,349単位
(3)１週に２回を超える程度の場合 3,727単位
ロ １月当たりの回数を定める場合（１回につき）

(1)標準的な内容の指定相当訪問型サービスである場合 287単位
(2)生活援助が中心である場合

(一)所要時間 20分以上 45分未満の場合 179単位
(二)所要時間 45分以上の場合 220単位

(3)短時間の身体介護が中心である場合 163単位
注１ 利用者に対して、指定相当訪問型サービス事業所（指定相当訪問型サービス等基準第４条第１項に規定す

る指定相当訪問型サービス事業所をいう。以下同じ。）の訪問介護員等（同項に規定する訪問介護員等をいう。

以下同じ。）が、指定相当訪問型サービスを行った場合に、介護予防サービス計画（指定相当訪問型サービス

等基準第１４条に規定する介護予防サービス計画をいう。以下同じ。）に位置付けられた標準的な回数又は内

容で、それぞれ所定単位数を算定する。

２ ロについては、１月につき、イ（３）に掲げる単位数の範囲で所定単位数を算定する。

３ ロ（２）については、単身の世帯に属する利用者又は家族若しくは親族（以下「家族等」という。）と同

居している利用者であって、当該家族等の障害、疾病等の理由により、当該利用者又は当該家族等が家事を行

うことが困難であるものに対して、生活援助（調理、洗濯、掃除等の家事の援助であって、これを受けなけれ

ば日常生活を営むのに支障が生ずる利用者に対して行われるものをいう。）が中心である指定相当訪問型サー

ビスを行った場合に、現に要した時間ではなく、訪問型サービス計画（指定相当訪問型サービス等基準第４０

条第２号に規定する訪問型サービス計画をいう。以下同じ。）に位置づけられた内容の指定相当訪問型サービ

スを行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。

４ ロ（３）については、身体介護（利用者の身体に直接接触して行う介助並びにこれを行うために必要な準

備及び後始末並びに利用者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介助及び専門的な援助をいう。

以下同じ。）が中心である指定相当訪問型サービスを行った場合に所定単位数を算定する。

○介護保険法施行規則第 140 条の 63 の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準の制定に伴う実
施上の留意事項について（令和３年３月 19 日老認発 0319 第３号）
第３ 訪問型サービス、通所型サービス及び介護予防ケアマネジメントの単位数表に関する事項

２ 訪問型サービス費

(1)訪問型サービスの意義について
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② 高齢者虐待防止の推進

【全サービス共通】

※全サービス同様の規定あり

指定相当訪問型サービスは、基準告示第３条に定めるとおり、その利用者が可能な限りその居宅において、自

立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事の介護その他の生活全般にわたる支援を行うこと

により、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものである。こ

のため、訪問型サービスについては、指定訪問介護の「身体介護中心型」及び「生活援助中心型」の区分を一本

化した区分を定めるとともに、１回当たりの単位数については、高齢者の選択肢の拡大の観点から、一部当該区

分と同様の区分を設けているものであり、特に生活援助中心型の単位数を算定するに当たっては、要支援者等の

できることを阻害することのないよう留意すること。

なお、通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合の単位数（以下この号において「通院等乗降介助」

という。）は算定しないこととし、通院等乗降介助以外のサービスの範囲については、訪問介護と同じ取扱いと

する。

○介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚

生労働省告示第７２号）

別表 単位数表

１ 訪問型サービス費

６ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の

１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

○指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具

貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて（平成 12年３月１日老企第 36号）
第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸与費に係る部分に

限る。）に関する事項

２ 訪問介護費

(10) 高齢者虐待防止措置未実施減算について
高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が発生した場合ではなく、指定居宅サ

ービス基準第 37条の２（指定居宅サービス等基準第 39条の３において準用する場合を含む。）に規定する措置
を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減算することとなる。具体的には、高齢者虐待防止

のための対策を検討する委員会を定期的に開催していない、高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高

齢者虐待防止のための年１回以上の研修を実施していない又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担

当者を置いていない事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から３

月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認めら

れた月までの間について、利用者全員について所定単位数から減算することとする。
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③ 業務継続計画未策定事業所に対する減算の導入（生きがい対応型訪問サービス及び軽度生活支援員派遣サー

ビスのみ、令和７年３月３１日まで経過措置あり）

【全サービス共通】

※全サービス同様の規定あり

④ 同一建物等居住者にサービス提供する場合の報酬の見直し

【生きがい対応型訪問サービス及び軽度生活支援員派遣サービスのみ】

○介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚

生労働省告示第７２号）

別表 単位数表

１ 訪問型サービス費

７ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定単位数の１００

分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

○指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具

貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて（平成 12年３月１日老企第 36号）
第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸与費に係る部分に

限る。）に関する事項

２ 訪問介護費

(11) 業務継続計画未策定減算について
業務継続計画未策定減算については、指定居宅サービス等基準第 30条の２第１項（指定居宅サービス等基準

第 39条の３において準用する場合を含む。）に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月（基準
を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から基準を満たない状況が解消されるに至った月

まで、当該事業所の利用者全員について、所定単位数から減算することとする。

なお、経過措置として、令和７年３月 31日までの間、当該減算は適用しないが、義務となっていることを踏
まえ、速やかに作成すること。

○介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚

生労働省告示第７２号）

別表 単位数表

１ 訪問型サービス費

８ 指定相当訪問型サービス事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指

定相当訪問型サービス事業所と同一の建物（以下この注において「同一敷地内建物等」という。）に居住する

利用者（指定相当訪問型サービス事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住す

る建物に居住する利用者を除く。）又は指定相当訪問型サービス事業所における１月当たりの利用者が同一の

建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、指定相当訪問型サ

ービスを行った場合は、イについては１月につき、ロについては１回につき、所定単位数の１００分の９０に

生きがい対応型訪問サービス及び軽度生活支援員派遣サービスのみ、

令和７年３月３１日まで経過措置あり（通所系はなし）。
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相当する単位数を算定し、指定相当訪問型サービス事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に

５０人以上居住する建物に居住する利用者に対して、指定相当訪問型サービスを行った場合は、イについては

１月につき、ロについては１回につき、所定単位数の１００分の８５に相当する単位数を算定する。ただし、

別に厚生労働大臣が定める基準に該当する指定相当訪問型サービス事業所が、同一敷地内建物等に居住する利

用者（指定相当訪問型サービス事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住する

建物に居住する利用者を除く。）に対して、指定相当訪問型サービスを行った場合は、イについては１月につ

き、ロについては１回につき、所定単位数の１００分の８８に相当する単位数を算定する。

○指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具

貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて（平成 12年３月１日老企第 36号）
第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸与費に係る部分に

限る。）に関する事項

２ 訪問介護費

(16) 指定訪問介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問介護事業所と同一の
建物（以下「同一敷地内建物等」という。）等に居住する利用者に対する取扱い

① 同一敷地内建物等の定義

注 12における「同一敷地内建物等」とは、当該指定訪問介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物及び
同一敷地内並びに隣接する敷地（当該指定訪問介護事業所と建築物が道路等を挟んで設置している場合を含む。）

にある建築物のうち効率的なサービス提供が可能なものを指すものである。具体的には、一体的な建築物として、

当該建物の１階部分に指定訪問介護事業所がある場合や当該建物と渡り廊下でつながっている場合など、同一の

敷地内若しくは隣接する敷地内の建物として、同一敷地内にある別棟の建築物や幅員の狭い道路を挟んで隣接す

る場合などが該当するものであること。

② 同一の建物に 20人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）の定義
イ 「当該指定訪問介護事業所における利用者が同一建物に 20人以上居住する建物」とは、①に該当するもの
以外の建築物を指すものであり、当該建築物に当該指定訪問介護事業所の利用者が 20人以上居住する場合に
該当し、同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利用者数を合算するものではない。

ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者の数の平均

は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除して得た値とする。

この平均利用者数の算定に当たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。また、当該指定訪問介護事業所

が、指定相当第１号訪問事業（介護保険法施行規則第 140条の 63の６第１項第１号に定める基準に従い行う
事業に限る。以下同じ。）と一体的な運営をしている場合、第１号訪問事業の利用者を含めて計算すること。

③ 当該減算は、指定訪問介護事業所と建築物の位置関係により、効率的なサービス提供が可能であることを適

切に評価する趣旨であることに鑑み、本減算の適用については、位置関係のみをもって判断することがないよ

う留意すること。具体的には、次のような場合を一例として、サービス提供の効率化につながらない場合には、

減算を適用すべきではないこと。

（同一敷地内建物等に該当しないものの例）

・ 同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合

・ 隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断するために迂回しなければならな

い場合
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④ ①及び②のいずれの場合においても、同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該指定訪問

介護事業所の指定訪問介護事業者と異なる場合であっても該当するものであること。

⑤ 同一敷地内建物等に 50人以上居住する建物の定義
イ 同一敷地内建物等のうち、当該同一敷地内建物等における当該指定訪問介護事業所の利用者が 50人以上居
住する建物の利用者全員に適用されるものである。

ロ この場合の利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者の数の平均

は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除して得た値とする。

この平均利用者数の算定に当たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。

⑥ 指定訪問介護の提供総数のうち、同一敷地内建物等に居住する利用者（指定訪問介護事業所における１月当

たりの利用者が同一敷地内建物等に 50人以上居住する建物に居住する利用者を除く。以下同じ。）に提供され
たものの占める割合が 100分の 90以上である場合について

イ 判定期間と減算適用期間

指定訪問介護事業所は、毎年度２回、次の判定期間における当該事業所における指定訪問介護の提供総数のう

ち、同一敷地内建物等に居住する利用者に提供されたものの占める割合が 100分の 90以上である場合は、次に
掲げるところに従い、当該事業所が実施する減算適用期間の同一敷地内建物等に居住する利用者に提供される指

定訪問介護のすべてについて減算を適用する。

ａ 判定期間が前期（３月１日から８月 31日）の場合は、減算適用期間を 10月１日から３月 31日までとする。
ｂ 判定期間が後期（９月１日から２月末日）の場合は、減算適用期間を４月１日から９月 30日までとする。
なお、令和６年度については、ａの判定期間を４月１日から９月 30日、減算適用期間を 11月１日から３月

31日までとし、ｂの判定期間を 10月１日から２月末日、減算適用期間を令和７年度の４月１日から９月 30
日までとする。

ロ 判定方法

事業所ごとに、当該事業所における判定期間に指定訪問介護を提供した利用者のうち、同一敷地内建物等に居住

する利用者の占める割合を計算し、90％以上である場合に減算する。
（具体的な計算式）事業所ごとに、次の計算式により計算し、90％以上である場合に減算
（当該事業所における判定期間に指定訪問介護を提供した利用者のうち同一敷地内建物等に居住する利用者数

（利用実人員））÷（当該事業所における判定期間に指定訪問介護を提供した利用者数（利用実人員））

ハ 算定手続

判定期間が前期の場合については９月 15日までに、判定期間が後期の場合については３月 15日までに、同一
敷地内建物等に居住する者へサービス提供を行う指定訪問介護事業所は、次に掲げる事項を記載した書類を作成

し、算定の結果 90％以上である場合については当該書類を都道府県知事に提出することとする。なお、90％以
上でなかった場合についても、当該書類は、各事業所において２年間保存する必要がある。

ａ 判定期間における指定訪問介護を提供した利用者の総数（利用実人員）

ｂ 同一敷地内建物等に居住する利用者数（利用実人員）

ｃ ロの算定方法で計算した割合

ｄ ロの算定方法で計算した割合が 90％以上である場合であって正当な理由がある場合においては、その正当
な理由

ニ 正当な理由の範囲

ハで判定した割合が 90％以上である場合には、90％以上に至ったことについて正当な理由がある場合にお
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⑤ 口腔管理に係る連携の強化

【生きがい対応型訪問サービスのみ】

いては、当該理由を都道府県知事に提出すること。なお、都道府県知事が当該理由を不適当と判断した場合は

減算を適用するものとして取り扱う。正当な理由として考えられる理由を例示すれば次のようなものである

が、実際の判断に当たっては、地域的な事情等も含め諸般の事情を総合的に勘案し正当な理由に該当するかど

うかを都道府県知事において適正に判断されたい。

ａ 特別地域訪問介護加算を受けている事業所である場合。

ｂ 判定期間の１月当たりの延べ訪問回数が 200回以下であるなど事業所が小規模である場合
ｃ その他正当な理由と都道府県知事が認めた場合

○介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚

生労働省告示第７２号）

別表 単位数表

ホ 口腔連携強化加算 ５０単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町

村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定相当訪問型サービス事業所の従業者が、口腔の健

康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び担当職員（指定介護予防支援

等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準（平成１８年厚生労働省令第３７号）第２条第１項に規定する担当職員をいう。）、介護支援専門員（同条第

２項に規定する介護支援専門員をいう。）又は第一号介護予防支援事業（法第１１５条の４５第１項第１号ニ

に規定する第一号介護予防支援事業をいう。）に従事する者に対し、当該評価の結果の情報提供を行ったとき

は、口腔連携強化加算として、１月に１回に限り所定単位数を加算する。

○指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具

貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて（平成 12年３月１日老企第 36号）
第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸与費に係る部分に

限る。）に関する事項

２ 訪問介護費

(23) 口腔連携強化加算について
① 口腔連携強化加算の算定に係る口腔の健康状態の評価は、利用者に対する適切な口腔管理につなげる観点か

ら、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。

② 口腔の健康状態の評価の実施に当たっては、必要に応じて、厚生労働大臣が定める基準における歯科医療機

関（以下「連携歯科医療機関」という。）の歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士に口腔の健康状

態の評価の方法や在宅歯科医療の提供等について相談すること。なお、連携歯科医療機関は複数でも差し支え

ない。

③ 口腔の健康状態の評価をそれぞれ利用者について行い、評価した情報を歯科医療機関及び当該利用者を担当

する介護支援専門員に対し、別紙様式６等により提供すること。

④ 歯科医療機関への情報提供に当たっては、利用者又は家族等の意向及び当該利用者を担当する介護支援専門

員の意見等を踏まえ、連携歯科医療機関・かかりつけ歯科医等のいずれか又は両方に情報提供を行うこと。
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⑥ 介護職員の処遇改善

【全サービス共通】

介護保険最新情報 Vol.1215「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式

例の提示について」及び厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/index.html）をご確認ください。

⑦ 送迎減算の新設

【生きがい対応型通所サービスのみ】

⑤ 口腔の健康状態の評価は、それぞれ次に掲げる確認を行うこと。ただし、ト及びチについては、利用者の状

態に応じて確認可能な場合に限って評価を行うこと。

イ 開口の状態

ロ 歯の汚れの有無

ハ 舌の汚れの有無

ニ 歯肉の腫れ、出血の有無

ホ 左右両方の奥歯のかみ合わせの状態

ヘ むせの有無

ト ぶくぶくうがいの状態

チ 食物のため込み、残留の有無

⑥ 口腔の健康状態の評価を行うに当たっては、別途通知（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔

の実施及び一体的取組について」）及び「入院（所）中及び在宅等における療養中の患者に対する口腔の健康

状態の確認に関する基本的な考え方」（令和６年３月日本歯科医学会）等を参考にすること。

⑦ 口腔の健康状態によっては、主治医の対応を要する場合もあることから、必要に応じて介護支援専門員を通

じて主治医にも情報提供等の適切な措置を講ずること。

⑧ 口腔連携強化加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議等を活用し決定することとし、原則

として、当該事業所が当該加算に基づく口腔の健康状態の評価を継続的に実施すること。

○介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚

生労働省告示第７２号）

別表 単位数表

２ 通所型サービス費

１０ 利用者に対して、その居宅と指定相当通所型サービス事業所との間の送迎を行わない場合は、片道につき

４７単位（イ（１）を算定している場合は１月につき３７６単位を、イ（２）を算定している場合は１月につ

き７５２単位を限度とする。）を所定単位数から減算する。ただし、注９を算定している場合は、この限りで

ない

○介護保険法施行規則第 140 条の 63 の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準の制定に伴う実
施上の留意事項について（令和３年３月 19 日老認発 0319 第３号）
第３ 訪問型サービス、通所型サービス及び介護予防ケアマネジメントの単位数表に関する事項

３ 通所型サービス費

(5) 送迎を行わない場合の減算について

利用者が自ら指定相当通所型サービス事業所に通う場合、利用者の家族等が指定相当通所型サービス事業所へ

https://www.mhlw.go.jp/shogu-kaizen/index.html
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⑧ 運動器機能向上加算の基本報酬への包括化

【生きがい対応型通所サービスのみ】

の送迎を行う場合など、当該指定相当通所型サービス事業所の従業者が利用者の居宅と指定相当通所型サービス

事業所との間の送迎を実施していない場合は、片道につき減算の対象となる。ただし、注９の減算の対象となっ

ている場合には、当該減算において送迎コストにかかる評価を既に行っていることから、本減算の対象とはなら

ない。

なお、送迎は、外部委託を行うことが可能であり、この場合、送迎を行わない場合の減算の適用はなく、委託

費の額は送迎を行わない場合の減算の額を踏まえて、指定相当通所型サービス事業者と委託先との間の契約に基

づき決定するものであること。この他、総合事業の実施主体としての市町村が、地域全体で高齢者の移動手段を

確保するという視点に立ち、指定相当通所型サービス事業所の利用者の送迎を、地域の交通事業者等（社会福祉

協議会、ＮＰＯ法人、農業協同組合、労働者協同組合、法人格を有する地域運営組織等を含む。）による通所型

サービス・活動Ａとして委託することや、地域住民の互助活動による訪問型サービス・活動Ｂ及びＤ並びに一般

介護予防事業として補助することにより、指定相当通所型サービス事業者以外の者に担わせることも想定される

が、この場合は、指定相当通所型サービス事業者が送迎を実施していないため、当然に本減算が適用される。な

お、市町村が、送迎を指定相当通所型サービス事業者以外の者に担わせる場合は、安全管理体制の確保に努める

とともに、事故発生時の対応等について適切に定めておくこと。

○介護保険法施行規則第 140 条の 63 の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準の制定に伴う実
施上の留意事項について（令和３年３月 19 日老認発 0319 第３号）
第３ 訪問型サービス、通所型サービス及び介護予防ケアマネジメントの単位数表に関する事項

３ 通所型サービス費

(1) 通所型サービスの意義について
指定相当通所型サービスの基本報酬においては、入浴介助及び運動器機能向上サービスの実施に係る費用が包

括評価されているところであり、指定相当通所型サービスは、基準告示第 47 条に定めるとおり、その利用者が
可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の支援及び機能訓

練を行うことにより、利用者の心身の機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指す

ものであることを踏まえ、サービスの実施に当たっては以下の点に留意すること。

① 入浴介助は、利用者自身で又は家族等の介助によって入浴ができるようになることを目的として行うこと。

この際、利用者の状態や、当該利用者が日頃利用する浴室における当該利用者の動作及び浴室の環境を確認し、

これを踏まえて、利用者が日頃利用する浴室に近い環境で行うことが望ましい。

② 運動器機能向上サービス（利用者の運動器の機能向上を目的として個別に実施される機能訓練であって、利

用者の心身の状態の維持または向上に資すると認められるものをいう。）は、専ら機能訓練指導員の職務に従

事する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又は

きゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又

はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上勤務し、かつ、機能訓

練指導に従事した経験を有する者に限る。）を１名以上配置し、国内外の文献等において介護予防の観点から

有効性が確認されている手法等を用いて行うこと。
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⑨ 選択的サービス複数実施加算の廃止に伴う一体的サービス提供加算の新設

【生きがい対応型通所サービスのみ】

⑩ 事業所評価加算の廃止

【生きがい対応型通所サービスのみ】

参考として、別添２の５Pをご参照ください。

○介護保険法施行規則第百四十条の六十三の二第一項第一号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚

生労働省告示第７２号）

別表 単位数表

２ 通所型サービス費

チ 一体的サービス提供加算 ４８０単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、市町

村長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定相当通所型サービス事業所が、利用者に対し、栄

養改善サービス及び口腔機能向上サービスをいずれも実施した場合に、１月につき所定単位数を加算する。た

だし、ヘ又はトを算定している場合は、算定しない。

○介護保険法施行規則第 140 条の 63 の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準の制定に伴う実
施上の留意事項について（令和３年３月 19 日老認発 0319 第３号）
第３ 訪問型サービス、通所型サービス及び介護予防ケアマネジメントの単位数表に関する事項

(11) 一体的サービス提供加算の取扱いについて
当該加算は、運動器機能向上サービスに加えて、栄養改善サービス及び口腔機能向上サービスを一体的に実施

することにより、要支援者等の心身機能の改善効果を高め、介護予防に資するサービスを効果的に提供すること

を目的とするものである。なお、算定に当たっては以下に留意すること。

① (8)及び(9)に掲げる各選択的サービスの取扱いに従い適切に実施していること。
② 運動器機能向上サービスに加えて、栄養改善サービス及び口腔機能向上サービスを一体的に実施するに当た

って、各選択的サービスを担当する専門の職種が相互に連携を図り、より効果的なサービスの提供方法等につ

いて検討すること。


